わが国の地域産業集積と「小さな」世界企業の成長過程の実証研究 by 溝田 誠吾
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が大きい。⑥戦略と組織。イ)専門化による競争優位の第 1 の領域は「多品種対応力」。第 2 領













－ 4 － 
Ⅱ.「小さな」世界企業は、日本にどれぐらい存在するのか？  




















の創造圏域の実現』(1999 年 6 月)と(2)旧通商産業省産業構造審議会の島田晴雄氏を部会長とし
た地域経済研究グループ『小さなグローバル企業』（1999 年 6 月）があげられる。前者は旧中
部通商産業局による中部地域の企業アンケートの調査報告であり、後者は旧通商産業省産業構
造審議会から委託された産業立地研究所による全国規模での調査に基づき、島田晴雄氏および
                                                      
1 1992 年に開始した私たちの東海地域の「小さな」世界企業の調査については、溝田誠吾・塩見治人・宮
崎信二「『小さな世界企業』の成長の根拠 第 1 回～第 13 回」『サクセスリンク』1992 年 10 月～1993 年 9
月（なお、この調査は、『専修大学経営研究所報』第 105 号、第 108 号、専修大学経営研究所、1993 年 3
月、1993 年 12 月に転載されている）。この他、「小さな」世界企業の概念等については、溝田誠吾「『小さ
な』世界企業－その独自技術の製品・製造技術の絞り込み、海外構想力と経営者－」『専修大学社会科学研
究所月報』No.414、専修大学社会科学研究所、1997 年 12 月、塩見治人「『小さな世界企業』の戦略と組織
－『チャンドラー・モデル』の歴史的位置－」『立命館経済学』第 54 巻第 3 号、立命館経済学会、2005 年
9 月なとを参照されたい。 


















従業員規模では約 80％の企業が 300 人未満（100 人未満＝41.9％、100～300 人未満＝38.3％）






75%未満=3.9%、90%以上=1.9%)あり、この世界シェア 10％以上の 99 社では、世界シェア 50%以上
の企業 10 社が含まれるのである。 
こうして、「資本金 10 億円以内」の中堅・中小企業の規模で、「自社製品を有し」、「世界市場
に参入」する「グローバル・ニッチ企業群」は、中部地域においても、アンケート回収企業 1000
社のうち、少なくとも 187 社を数えることができるのである。 
                                                      
2 旧中部通商産業局『中部地域・21 世紀へのシナリオに関する調査報告書』、7 ページ。 
3 旧中部通商産業局、同報告書、7 ページ。 
4 旧中部通商産業局、同報告書、8～9 ページ。 

















び「成功したニッチトップ企業」のリスト）から選定すると、約 130 数社あり、そのうち約 80
社近くが世界のトップシェアを有しているのである。黒崎誠氏は、「通商産業省の内部資料（産
業立地研究所の委託調査の「小さなニッチトップ企業」リストと思われる・・宮崎）によれば、
資本金 20 億円以下の中小で、国内のトップシェアを有する企業は 550 社にのぼる。1-・略・・
それらの国内トップシェアの中小企業のうち、約 100 社は世界トップのシェアを持っている｣8




原則として海外でも相当量の販売実績がある企業）は 127 社あるとする。 





7 島田晴雄＋地域経済研究グループ、前掲書、9 ベージ、13 ページおよび第 2 章「小さなグローバル企業
の時代」を参照。 
8 黒崎誠『世界を制した中小企業』講談社新書、2003 年、22 ページ。 
9 『ＮＩＫＫＥＩ ＶＥＮＴＵＥ』1999 年 10 月号、38～42 ページ。 











しかも『未上場会社版』の掲載企業数は、創刊時 1984 年版で約 2000 社、1997 年版で約 3200
社、2007 年版でも 4200 社と限られており、また会社情報は東洋経済記者の独自取材による限
定されたものである点を、注意する必要がある。 
 
(1) 東洋経済『会社四季報 未上場会社版』からの「小さな」世界企業の選定 













金 10 億円未満となっている。しかし、詳しくみると資本金 5 億未満が 78％（1 億円未満＝
38％、1～2 億円未満＝13％、2～3 億円未満＝13％、3～4 億円未満＝12％、4～5 億円未満
＝4％）と約 3 分の 1 が 1 億円未満の比較的小規模な企業が占めるのである。（図.1 表.1） 
 

















資本金規模 社数 比率 
1 億未満 67 38% 
2 億未満 24 13% 
3 億未満 19 11% 
4 億未 21 12% 
5 億未満満 7 4% 
5～10 億未満 25 14% 
10 億以上 15 8% 
② 従業員規模でも、量的な規模規定に応じて、従業員 500 名以内が 72％を占めるが、この
内 300 名以内の中小企業が 43％（99 名以内＝4％、100～200 名未満＝18％、200～300 名未







































従業員数 社数 比率 
1～99 8 4% 
100～199 32 18% 
200～299 37 21% 
300～399 31 17% 
400～499 20 11% 
500 以上 50 28% 
 
③ 売上高規模では、規模規定から売上高 500 億円以内の企業が 97％であるが、84％の企業
が売上高 300 億円未満（100 億円未満＝47％、100～200 億円未満＝29％、200～300 億円未






































売上高 社数 比率 
100 億未満 83 47% 
200 億未満 51 29% 
300 億未満 14 8% 
400 億未満 16 9% 
500 億未満 8 4% 









































⑤ 業種別では、機械部門が全体の 66％（機械 28％, 電気機械 20％, 精密機械 8％、自動車





 輸出比率 社数 比率 
10～20％未満 66 39% 
30％未満 29 17% 
40％未満 29 17% 
50％未満 15 9% 
60％未満 12 7% 

























－ 12 － 
表.5 主要な業種別の分布 
主な業種 会社数（社） 割合（％） 
機械 51 社 27.7％ 
電気機械 36 社 19.6％ 
精密機械 15 社 8.3％ 
化学 12 社 6.5％ 
金属製品 12 社 6.5％ 
自動車 9 社 4.9％ 
その他輸送機 5 社 2.7％ 
医薬品 4 社 2.2％ 
繊維・衣服 3 社 1.6％ 
 
⑥ 所在地域別では、「小さな」世界企業は、全国に存在するものの、東京都 60 社を中心と
した関東圏（東京都、神奈川、埼玉、千葉県等）に全体の約 40％、大阪府 34 社を中心と
した関西圏（大阪府、京都府、兵庫県等）に約 30％、愛知県 15 社を中心とした中部圏（愛


























































社 15 11 4 7 2 2 4 1 2 1 1 2 6 4 1 1 34 6 60 2 1 1 4 1 8 1 
 
⑦ 設立年別では、1965 年までに全体 83％（1945 年までに 28％、1955 年まで 34％、1965
年までに 21％）が設立されており、過半数以上の企業が創業 50 年以上の伝統と歴史を有
するのである。多くの企業が、いわゆる「伝統的な産業」、「地場産業」の家業からの関連
をうかがわせる。(図.5 表.7) 














設立年次 社数 比率 
1945 年以前 49 28% 
1955 年まで 61 34% 
1965 年まで 37 21% 
1975 年まで 20 11% 
1985 年まで 9 5% 








                                                      






















－ 14 － 
表.8 1980 年代以降の「小さな」世界企業の動向             （社） 
 1984 年下期 1994 年上期 1997 年上期 2007 年下期 
『未上場板』の掲載企業 ２００２ ２７６４ ３２０５ ４２１５ 
「製造企業」の掲載企業 １０６５ １１６５ １２８８ ３０００ 
「輸出比率 10％以上企業」等 ２７８ ２４６ ２３３ ２６０ 
「小さな」世界企業 １３１ １３９ １２８ １８４ 




世界企業は、『会社四季報 未上場会社版』の限られた資料（掲載企業数、1997 年約 3200 社、
2007 年約 4200 社）のなかでも、約 130～180 社が存在する。しかも、統計資料の違いはあるが、
2000 年以降増加傾向にある。これは全般的な日本企業のグローバル化の進展と関係するものの、
中堅・中小企業の積極的な海外展開のあらわれでもある。 




第三に、企業規模的では、資本金 3 億未満が約 5 割、従業員 300 名未満が約 5 割であり、売











                                                      
11 この点については、塩見治人『「小さな」世界企業の経営者像』を参照のこと。 
－ 15 － 
「グローバル・ニッチ企業」や島田晴雄氏と地域経済研究グループの「小さなグローバル企業」
でも約 100 から 200 社近い企業が選定されている。これらは、いずれも、東洋経済新報社や旧
通商産業省等によるアンケート調査や聞き取りによる限られた（数千社規模）資料であるにす





















「健康をはかる」ということをスローガンに 21 世紀戦略を実現中である。 
現在の「タニタ」の売上高は、約 170 億円でグループ従業員数は、350 名。以下の資料は、
02 年からの売上高と従業員の推移である。  












































 02 年から 06 年にかけてみた時、販売台数は、2 倍になったのにもかかわらず、売上高は、約
180 億から 170 億円と約 10 億円のマイナスとなったのは、タニタの製品群が価格競争に陥って
いったことの証明である。この要因は、マーケットサイズの拡大にともなって、新規参入組が
増え価格競争が激化し、一製品あたりの単価が下がったことが読み取れる。また、03 年当時、
同社の販売高は、海外が約 90 億、国内が約 90 億と内外拮抗していたが、07 年時点では、海外
約 70 億、国内約 100 億円と国内販売が伸長した。こうした海外市場での苦戦の要因は、アジア
やヨーロッパ市場での中国製の低機能で、安価なヘルスメーターが従来製品の半分以下の値段
で、アジアやヨーロッパに出回ったためである。中国製や新規参入組みが早々に安価な製品を











第 1期 創業から主力製品への模索－多様な製品群へ参入－1923 年～66 年まで－ 


























 経済の高度経済成長に入るとともに、新たな事業分野へと拡大していった。その 1 つに小型
モーターが挙げられる。50 年代の後半から 60 年代の中頃にかけて売上高の 20～40％を占めて
いたストーブの生産を、事故や生産の合理性などの理由から生産を削減することになった。 

















第 2期 不採算部門からの撤退とはかりの総合メーカーへの絞り込み、－67 年～79 年－ 













した低成長経済への対応策の一環として、68 年に 100 万台、79 年に 1,000 万台を突破した主力









その後も隣地を購入し第 2 工場を建設、最終的には第 4 工場まで増設したのである。 
 
第 3期 事業部制の導入とヘルスメーターを核に事業の再構築－80 年～97 年－ 














－ 21 － 
全に撤退する意思決定ができていなかった。 












期、同社は海外進出を果たし、一つはタニタ．アメリカ、香港（以上、88 年）、二つは 90 年に
はタニタ．ヨーロッパ、中国工場設立に進出した。この点は今後の研究に課題としたい。 
《「イシダ」（京都市）は、このクッキング．スケールから計量包装機器トップメーカーに成長
したが、現在、売上高 505 億円、従業員数 1,254 名、輸出比率 24％、シェアは産業用 70％、商



























































101 百万 US ドルの売上高でダントツの第一位を達成し、2 位の米国の Signarute Brands  USA、
Inc．の 39 百万 US ドルを大きく引き離した。(表 1) 
 
表 1 ヘルスメーター売上高世界ベストテン 
ヘルスメーター売上高世界ベストテン企業比較表   (単位：千 US ドル) 
単位 会社名 国名 出荷金額 
1 タニタ 日本 101,000  
2 Signature Brands USA.lnc. アメリカ 39,000  
3 Soehnle-Waagen GmbH+co. ドイツ 35,000  
4 Terraillon SA  フランス 30,000  
5 Sunbeam Corporation アメリカ 24,000  
6 EKS lntemational AB スウェーデン 16,000  
7 Robert Krups GmbH+co ドイツ 10,000  
8 Metro Corporation アメリカ 9,000  
9 Zhongshan Jinye Weighing Apparaturs Co.Ltd 中国 6,800  
10 MOMERT ハンガリー 6,000  
出所：ダン アンド ブラッドストリート・ジャパン（株）調べ，1997 年． 
 
 このヘルスメーターを中核に事業を再構築し、先に述べたように 84 年には日本初のデジタル
式ヘルスメーターを開発し、92 年には世界初の「体内脂肪計」を発売、さらには、94 年には世
界初の「家庭用体脂肪計付ヘルスメーター」を開発．発売した。その結果、97 年には上記のよ
－ 24 － 
うにヘルスメーター（脂肪計を含む）の売上が世界一を達成した。  
 
第 4期 インナースキャン．体組成計の開発と健康を計る －98 年～現在まで－ 





























－ 25 － 
10 数台しか売れず、大きな販路を獲得することできなかった。その後、家庭用の開発とコスト




















































































































 谷田氏の挙げる「高収益企業七つのステップ」1.原価の低減 2.売価を上げる 3.シェアを伸


































本稿の調査レポートは酒井 範之・金 海峰（ゼミナール 4 年）が作成したものに溝田が全面的に補
筆を行った。 
－ 30 － 
付表.1 会社概要 
会社概要 
社名 株式会社 タニタ 創業 1923 年 3 月 
代表者 谷田  大輔 (代表取締役社長) 設立 1944 年 1 月 
資本金 5,100 万円 売上高 170 億円(連結実績：2007 年 3 月期) 
社員数 単体 610 人 
(グループ 1,200 人) 
事業所 東京営業所 大阪営業所 名古屋営業所 福岡営




所在地 本社 〒174-8630 東京都 
板橋区前野町 1-14-2 
関連会社 株式会社 タニタハウジングウェア 
出所： タニタ株式会社提供 
 
付表.2 タニタの製品展開（創業～平成 19 年） 
年号 西暦 主な事柄 主な新製品 
大正 12 年 1923 年 谷田賀良倶商店設立 シガーレットケース、貴金属宝飾品製造販売、時計側製造 
昭和 19 年 1944 年 (株)谷田無線電機製作所創立 軍用通信機部品 
昭和 21 年 1946 年 (株)谷田製作所と改称 真鍮製シガレットケース 
昭和 28 年 1953 年 OEM トースター量産化 トースター 
昭和 34 年 1959 年 ハカリ製造許可証取得 ヘルスメーター製造開始 
 
  
昭和 38 年 1963 年   オーブントースター 
日本第一号完成 
  
昭和 39 年 1964 年 秤事業部設置 クッキングスケール 
 
昭和 42 年 1967 年 (株)タニタ製作所に社名変更   
昭和 43 年 1968 年 大阪営業所開設 ヘルスメーター 生産台数 100 万台突破！ 
昭和 45 年 1970 年   磁石発電式卓上ライター 
－ 31 － 
年号 西暦 主な事柄 主な新製品 
昭和 46 年 1971 年 名古屋、福岡、仙台 出張所開設   
昭和 47 年 1972 年 (株)夕二夕商事設立(営業部門独立)   
昭和 48 年 1973 年 秋田第一工場完成 電池式ポケットライター(エクセル) 
昭和 49 年 1974 年 「はかるもの」への進出方針を打ち出す ベビースケール 
  
昭和 51 年 1976 年   圧電式ライター開発(#20) 
昭和 53 年 1978 年   デジタルヘルスメーター
(S101)タイマー 
  
昭和 54 年 1979 年 ヘルスメーター 1000 万台売上達成 温湿度計 
昭和 55 年 1980 年 業務用秤製造開始   
昭和 61 年 1986 年 (株)タニタに改称(製造・販売を合併)   
昭和 63 年 1988 年 秋田第二工場完成 
タニタアメリカ、香港、角館設立 
  
平成 01 年 1989 年   100g デジタルヘルスメーター 





平成 04 年 1992 年   世界初！ 体内脂肪計発売
  
平成 05 年 1993 年 タニタ秋田設立   
平成 06 年 1994 年 第一回地域交流「ふれあい広場健康まつり」開催 家庭用脂肪計付 
ヘルスメーター 
  
平成 07 年 1995 年 公益信託「タニタ健康体重基金」設立 
英国に「タニタ UK」設立 





平成 08 年 1996 年 タニタ香港事務所移転 
タニタ秋田「指定製造事業者」取得 
デジタルソーラーヘルスメーター 
平成 09 年 1997 年 ヘルスメーター(脂肪計含む)売上世界 NO.1 達成   
平成 11 年 1999 年 脂肪計月間売上二十万台突破(十月) 
タニタ秋田 MDD 規格 
(EU 域内での医用機器販売)取得 
  
平成 12 年 2000 年 タニタ秋田第三期増築完成   
－ 32 － 
年号 西暦 主な事柄 主な新製品 
平成 13 年 2001 年 ベストウェイト健康講座開設 世界初！内臓脂肪チェック付 脂肪計 
(インナースキャン) 新発売 

































平成 18 年 2006 年 P マーク(プライバシーマーク)認証取得(5 月)
中国、上海に輸出入権を持つ販売会社を設立
子供の肥満判定が出来る体組成計発売 
－ 33 － 
年号 西暦 主な事柄 主な新製品 
















タニタ株式会社  http://www.tanita.co.jp/ 
コナミ  http://konami.jp/fitness/kenshin_keisoku/way.html 
積水化学工業  http://www.sekisui.co.jp/hpp/medical/medical/product/04.html 
オムロン  http://www.healthcare.omron.co.jp/ 
任天堂  http://www.nintendo.co.jp/ 
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